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○避難情報の伝達手法については、各地域の特性に応じた避難手法についても考慮して避難

計画策定の手引に反映すべきである。 
○ペット・家畜については、事前に移動先の受け入れ体制を構築しておく必要がある。また、風評

被害の問題にも対処しなければならない。これらの問題に関する過去の対応事例を参考にし

て避難計画策定の手引を作成すべきである。 
○避難計画策定の手引は、行政担当者、ひいては地域住民まで理解できる分かりやすいものに

すべきである。 
○避難計画策定の手引は、健常者だけでなく高齢者等の要援護者への対応についても言及す

べきである。 
○噴火時に地方公共団体の人手が不足する問題に対し、国として対応を検討する必要がある。 
○新燃岳の次回の噴火では、今年１月の噴火とは異なる様式での噴火の可能性もあるため、策

定した避難計画に基づく避難訓練を実施すべきである。 
○新燃岳の次回の噴火では、溶岩が山頂火口に溜まっているため、新燃岳山頂火口以外の場

所から噴火が発生する可能性もある。関係機関と調整の上、防災情報と直結する火山ハザー

ドマップの改訂も視野に入れて検討すべきである。 
○火山ハザードマップを作って緊急時に備えておくべきだが、想定と異なる様式の噴火をする場

合もあり、情報提供機関としての気象庁の役割は重要である。 
○市町村が入手した噴火前の火山に関連する異変情報については、積極的かつ迅速に気象庁

等国の関係機関に通報・提供していくことが望ましい。 
 

 

 

 

 

 

＜本件問い合わせ先＞ 

 内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官(地震･火山･大規模水害対策担当)付 

企 画 官  西口 学 

参事官補佐  日下部 浩 

主   査  新原 俊樹 

            電話：03-3501-5693 


